
令和５年度国有林林道等交通安全指導業務仕様書

１ 一般事項

本業務は、東北森林管理局管内一円の国有林林道等（別紙「令和５年度国有林林道等

業務安全指導業務対象路線」以下「対象路線」という。）を対象に実施し、安全指導、

林道交通事故の調査・分析等を実施する。

２ 安全指導

（１）安全の呼びかけ

① 宣伝カーによる呼びかけ等は、別紙対象路線に基づき行うものとする。

② 宣伝カーによる交通安全の呼びかけは、林道利用者への交通事故防止のための注意

事項等を呼びかけるものとする。

③ 宣伝カーには林道交通安全への注意を喚起する標語等を掲示して、宣伝効果を高め

るものとする。

④ この呼びかけは、交通量の多い時期に行うものとする。

⑤ 歩行者等に対しては、直接注意を喚起するものとする。

⑥ 呼びかけの実施に際しては、当該林道管理者等と経路及び呼びかけ内容等について

十分な打ち合わせを行い、円滑に実施するものとする。

⑦ 豪雨等により林道が損傷し宣伝カーの通行が不能となった場合には、その地点を呼

びかけの終点とする。

（２）安全チラシの作成・配布

① 安全チラシの内容は、イラストや図表等を使用して視覚的に分かり易くしたもので、

東北森林管理局の名称を記したものとする。

② チラシの内容については協議のうえ作成するものとする。

③ 安全チラシは1,900部作成し、交通安全の呼びかけ等の際に林道通行者に配布するほ

か、地域の関係諸団体等へ配布するものとする。

３ 林道における交通事故の調査・分析等

（１） 林道交通事故の調査分析

対象路線で発生した林道交通事故のうち林道管理者等の指示のあるものについて、

事故の内容、原因等を調査分析し、今後の対応方針を取りまとめ報告。

（２） 林道交通安全に係るセーフティーネットの整備

東北森林管理局が管理する林道等の全路線を対象に、当該路線における管理者の責

に帰する交通事故が発生した場合のセーフティーネットとして、別添１を内容とする

林道損害賠償責任保険へ加入するとともに、該当する事故が発生した場合の保険の事

務処理を行う。

路線数や延長については別紙対象路線による。

保険加入後、速やかに保険加入証書等の関係書類の写しを提出するものとする。

４ 携帯電話等通信可能地点調査について

別添２「携帯電話等通信可能地点調査特記仕様書」による



５ 調査報告書等

（１） 調査が終了したときは、業務契約第７条に基づき次により報告書等を提出するも

のとする。

① 業務実施結果報告書

② 完了報告書

③ 業務日誌

（２） 業務実施結果報告書には、野帳・写真帳を含めるものとし、２部作成する。（１部

は署単位に作成する。）

なお、報告書類、写真は電子データで作成すること。



別添２

　　　この特記仕様書は、国有林林道等交通安全管理業務において実施する携帯電話等通信

　　可能地点調査について定めるものである。

１． 調査内容

　携帯電話等通信可能地点調査は、林道を通行して国有林野に入林した者が、緊急時

における連絡又は通報等が必要となった場合の迅速な対応に資するよう、主として現

地調査により、携帯電話及びスマートフォンの電波受信状態及び通話可能状況（以下

「受信状態等」という。）を把握するとともに、林道通行者へ情報提供するための看

板を作成し現地表示を行う。

２． 現地調査

（１）調査は、日本国内の契約者数が多い電気通信事業会社である、株式会社NTTドコモ

　　、ＫＤＤＩ株式会社、ソフトバンクモバイル株式会社、楽天モバイル株式会社の４

　　社が提供する『携帯電話』により実施する。

（２）現地調査は、林道の対象路線において、概ね2.0km間隔を基本として調査地点を

　　設定し、携帯電話を用いた受信状態等を調査する。ただし、概ね2.0km間隔の任意

　　の調査地点において、携帯電話４台全てについて電波の受信状態が悪く通話が不可

　　能な場合には、当該調査地点の前後それぞれ50ｍ程度を調査し、いずれか１台以上

　　の携帯電話が通話可能な地点を調査地点とする。

（３）通話可能状況は、各調査地点から当該林道を管理する各森林管理(支)署等へ架電

　　し、通話することにより把握する。

３． 看板作成、設置

（１）看板は、調査に使用した４社の『携帯電話』の受信状態を、携帯電話とスマート

　　フォンの「共通の受信状態等」として標示する。

（２）前項２(２)により調査地点外となった場合は、受信不能として看板を設置する。

　　ただし、調査地点外区間が連続した場合は看板を設置しないこととする。

（３）看板は、Ａ４版用紙に印刷しラミネートパウチ加工を施すものとする。

　　その際の様式は、別添「表示例」を参照とすること。

（４）看板は、各調査地点において林道から視認し易い位置に野立看板により設置し、

　　その規格は１本柱（径：９ｃｍ、長さ１．８ｍ）でB4サイズ程度のアルミ板を固定

　　し、ラミネートパウチ加工したものを貼り付けるものとする。

    　なお、１本柱については、別添「木材の調達に関する特記仕様書」に準ずるもの

    とし、野立看板が設置困難な場合は適当な方法で設置し、容易に移動又は損傷しな

　　いようにしなければならない。

（５）看板の設置後は、周辺を含めた設置状況について写真に記録する。

４． 調査結果等の整理

（１）現地調査の結果は、携帯電話等通信可能地点調査表（様式８）に整理するととも

　　に、発注者が支給する国有林野施業実施計画図に携帯電話通信可能地点を図示する。

（２）現地調査における調査地点の写真及び看板設置状況の写真は、写真帳に整理する。

携帯電話等通信可能地点調査特記仕様書



（３）この調査の実施に要した人員及び作業内容について、業務日誌（様式７）に整理

　　するとともに、調査に使用した資機材等に要した費用を任意の様式に整理する。

５　調査報告書等

　４により整理した調査結果等については、国有林林道等交通安全管理業務仕様書５の

調査報告書等に含めて作成し、提出する。





スマホ

携帯キャリアS携帯キャリアD 携帯キャリアA

林野庁東北森林管理局○○森林管理署℡012-345-6789

通話可能

ポイント表示

2023年○月時点

○○林道 起点より○○㎞地点

別添 「表示例 （携帯キャリアA及びRが通話不可能な場合の事例）」

※ 気象条件や電波状況により通話できない場合があります。

携帯キャリアR


